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路線バスの見直し

①運行ルート、運賃、ダイヤ等の見直しに行政が関与し、持続

可能な公共交通の提供の確保を図る。

②路線バスを軸として、鉄道や自転車とつながる移動環境とデ

マンド交通や公共ライドシェアなどの移動支援による地域公共

交通ネットワークを構築する。

③最適な手法と運行事業者を取捨選択し、必要に応じて検

証と改善を繰り返すことで、交通の需要変動に対する柔軟な

対応と調整による持続可能な公共交通の運営を支援する。

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

路線バスが本当に必要な人のために、路線バスという社会インフラの立て直しを図り、現状からの脱却を目指す。
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業務委託内容について

項 目 備 考

１
コミュニティバス等の利用実態
データ分析

過年度フォローアップ調査
結果等活用

２ 路線再編検討
具体的なダイヤ・仕業等は
運行事業者で作成

３ 地域公共交通計画修正準備

４ 地域公共交通活性化協議会支援 ２回程度

５ 打合せ・関係者協議

６ 報告書作成
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路線バス事業

●運行エリア

・大津市エリア

石山駅･瀬田駅

・草津市エリア

南草津駅･草津駅（桐生）

・栗東市エリア

草津駅（栗東）

経営圧迫

●利用者減少

・生活様式の変化

・社会情勢の変化（ｺﾛﾅ禍等）

●物価上昇

・燃料価格高騰

・人件費上昇（運転手不足）

料金改定

●令和７年度収支見込額

・大津市路線＋257,384千円

・草津市路線 ＋61,648千円

・栗東市路線 －22,850千円

改定前¥220～¥440

改定後¥260～¥460

運賃を値上げ
しても

栗東市路線は
収支が改善
されない

令和７年度

さしあたって令和７年度は赤字補填をする 移動手段の検証や市内全路線網の再編の方針･考え方の整理

行政の責務

利用者24万人/年の移動手段 地域公共交通の維持･確保･改善

関係機関協議（滋賀運輸支局､滋賀県交通戦略課､中央復建コンサルタンツ､帝産湖南交通㈱､栗東市）

大幅な減便＆デマンドの導入 赤字補填 コミュニティバス化

栗東市に財政的支援を要望（R5.10､R6.2）

赤字補填 コミュニティバス化
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事業撤退･路線廃止 不調

現状と対策
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移動手段の検証や路線網の再編の方針･考え方の整理

地域公共交通体系と路線別再整備方針
（地域公共交通計画）

⚫地域公共交通の課題と再整備方針

⚫役割別の構成要素（再編分類）と現行路
線の再編分類

⚫構成要素（再編分類）別のサービス水準
（最低水準/１日当り運行本数）

⚫最低サービス水準の充足度の確認

収支改善・効率化
方策検討

⚫需要面（利用者
ニーズ）、供給面
（運行計画）の
各課題からの方向
性
⚫他都市の再編取
組からの提案

再整備方針をふまえた見直し・
再編の考え方（基準）

◼一定程度の収支率を維
持している路線は、公共交
通計画の再編分類別の再整
備方針に合わせる。

◼利用者数が10人/便未満
※1、収支率が20％未満の
路線を見直す。

◼郊外部の長大なルートとなっ
ている路線を見直す。

◼不便地域は、既存路線のルー
ト変更、系統分割、又は新
設路線で対応する。

路線別見直し・
再編の検討方針

➢現状維持を基本としつつ、利便性と
効率性の向上を図れるルート、ダイ
ヤ設定を行う。

➢利用者数が少ない区間を廃止し、
利用が多い区間の運行頻度を増
やす
➢沿線人口が少ない地域は、重複
（近接・並行）する路線を統合する。

➢廃止・統合による空白地対応として、

駅を起点とした短距離路線の新
設、少量移送サービスを導入す
る。

➢空白地区の解消及び未対応の移

動ニーズ、新規需要（収益）の
確保を目指した新設路線を検討す
る。

⚫人口メッシュ（250m四方）上
に路線別ルートを図示、人口規
模の多寡とサービス状況を把握

沿線
人口
状況

⚫経常費用、経常収益、収支率
⚫補助対象・額・内訳（国・県・
自治体別）

収支
・
補助
状況

現状の実態調査・分析
（路線別分析）

⚫起終点・ルート、バス停の図示
(重複・近接路線と合わせて表
示)
⚫運行本数（曜日別）
⚫運賃体系
⚫利用者数（年間輸送人員、
１日・１便平均）
⚫曜日・便・バス停別乗降者数、
車内人員（バス停通過員）
のグラフ化

運行
・
利用
状況

各
路
線
の
現
状
・
問
題
点
の
整
理

参考事例
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